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参考資料  
 
崩壊の恐れのある土層厚の空間分布を考慮したがけ崩れ対策に
関する検討  

 
 ここでは、5 章で示した方法により急傾斜地における崩壊する恐れがある層厚の面的分布が

明らかとなった場合のがけ崩れ対策手法について検討する。崩壊する恐れがある層厚の面的

な分布は、 
① 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下、「土砂

法」と呼ぶ）」による土砂災害特別警戒区域（以下、「特別警戒区域」と呼ぶ）の設定 
②  待受け式擁壁等の急傾斜地崩壊対策施設の設計 

などに活用できると考えられる。しかしながら、①の土砂法の特別警戒区域設定においては、

崩壊深の面的な分布を考慮しても、考慮しなくても特別警戒区域の設定精度（がけ崩れにより

被災した家屋が「特別警戒区域」内に含まれる確率及び「特別警戒区域」内の家屋ががけ崩

れにより被災する確率）に影響を及ぼさないことがすでに明らかにされている（小山内信智・内

田太郎・曽我部匡敏・寺田秀樹（2005）がけ崩れによる家屋被災範囲の設定手法に関する研

究、国土技術政策総合研究所資料 No.225）ので、ここでは検討から除外する。 
ここでは、急傾斜地崩壊防止工事の１つで、崩壊した土砂を斜面直下で受け止め、人家等

の保全対象に崩壊土砂が到達しないようにする目的で設置される待受け式擁壁の設計を例

に「崩壊する可能性がある層厚の面的分布」の情報の活用方法について検討することとする。 
 

A1 崩壊の恐れのある土層厚の空間分布を考慮した待受け擁壁の設計手法の提案 
 近年、全国地すべりがけ崩れ対策協議会（2004）『崩壊土砂による衝撃力と崩壊土砂量を考

慮した待受け擁壁の設計計算事例』（以下、「待受け擁壁の設計計算事例」と呼ぶ）に示され

ているように、待受け式擁壁の設計に際しても、崩壊土砂が擁壁に衝突する際の力を考慮す

ることができるようになってきた。参考図 1 には、「待受け擁壁の設計計算事例」に示されている

衝撃力と崩壊土砂量を考慮した待受け擁壁の設計に関するフローを示す。参考図 1 に示され

ているように、待受け擁壁の設計にあたっては、 
（１） 崩壊土砂量の捕捉量の検討（仮定した空き空間と崩壊土砂量を比較し擁壁が崩壊土

砂量を捕捉可能か検討する。） 
（２） 安定性及び部材の応力度の検討（常時、衝撃力作用時、崩壊土砂堆積時（必要に応

じ地震時）の外力に対する擁壁の安定性、部材の応力度を検討する。） 
を行う必要がある。 
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設計条件の整理

・斜面高、斜面勾配の設定
・崩壊土、裏込め土などの　
　土質定数等の設定
・移動の高さの設定
・崩壊土砂量の設定

・躯体の形状寸法の決定
・落石防護柵の形状、寸法　
　の部材の決定

始　　　　　め

構造形式の選定

崩壊土砂量の捕捉は可能か

擁壁の設置位置、空き高さの仮定
＊1）

Ｙes

No

断面形状の仮定

荷重の計算と組合わせ

安定性の検討

所定の基準を満たしているかNo

部材の応力度検討

所定の応力度以内か

Ｙes

No

構造細目の検討

設計図書の作成

終　　　　　り

溢れた土量について検討
する必要があるか

No

Ｙes

Ｙes

・重力式
・もたれ式
・コンクリート張工等

・土砂捕捉容量の設定

・常時・地震時（H＞8.0m）
・衝撃力作用時
・崩壊土砂堆積時
などの荷重の計算と組合わせの検討

・転倒に対する安定性
・滑動に対する安定性
・支持地盤の支持力に対する安定性
の検討

・躯体の応力度照査
・落石防護柵の応力度照査
・落石防護柵付け根部の応力度照査
の検討

＊1）もたれ式擁壁、ｺﾝｸﾘｰﾄ張工、重力式擁壁の既設補強検討では
　　　擁壁設置位置、空き高さ、断面形状の設定となる。

崩壊土砂捕捉容量を
確保するための
対策工の検討
（法面工など）

擁壁の安定性を
確保するための
対策工の検討
（天端幅増など）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考図 1 衝撃力と崩壊土砂量を考慮した待受け擁壁の設計に関するフロー 『崩壊土砂による

衝撃力と崩壊土砂量を考慮した待受け擁壁の設計計算事例』より 
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A 1.1 崩壊土砂量の捕捉量の検討 
設計に用いる崩壊土砂量は「待受け擁壁の設計計算事例」において、 

崩壊土砂量は、現地の地質調査等による推定が困難な場合は、参考表１

に示す全国の斜面災害データ（4671 件）での斜面高さ毎に区分した崩壊土

量（累積度数 90％となる値）を参考とすることができる。 

参考表１ 斜面高さ毎の崩壊土量 

斜面高 
（ｍ） 

崩壊土量 V
（ｍ3） 

崩壊幅 W 
（ｍ） 

5≦Hs≺10 40 14 
10≦Hs≺15 80 17 
15≦Hs≺20 100 19 
20≦Hs≺25 150 21 
25≦Hs≺30 210 24 
30≦Hs≺40 240 25 
40≦Hs≺50 370 29 

50≦Hs 500 32 
崩壊幅は、全国の斜面災害データ（4671 件）から崩壊土砂量と崩壊

幅の関係について求めた近似式（W=3.94V0.336）に崩壊土砂量を代入

することにより算出した値である。 
とされている。 
 一方、5 章で示した調査結果に基づくと、崩壊する恐れのある層厚の面的分布は把握できる

が、崩壊発生位置及び範囲までは特定することができない。そこで、単位幅当たりの崩壊する

恐れのある土砂量（Vp）は、安全側となるよう、参考図 2 に従い斜面全体が崩壊すると仮定し

て、崩壊する恐れのある層厚の合計とする。その上で、参考表１の値と比較し、小さい方の値

を用いることとする。 

がけ下端
がけ上端

地表面

崩壊の恐れのある層厚

崩壊の恐れのある土量

 
参考図 2 崩壊土量算出の概念図. 図中の鉛直の太線は各点における崩壊する恐れのある層厚

(hp)を示す. 網掛けの面積が単位幅あたりの崩壊の恐れのある土量（Vp）である。 
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A 1.2 安定性・部材の応力度の検討 
 「待受け擁壁の設計計算事例」において、安定性・部材の応力度を検討する外力の組み合

わせは以下のとおりであるとされている。 
 1) 常時    ①裏込め土圧  

 2) 地震時   ①裏込め土圧 ②地震時慣性力 

 3) 衝撃力作用時  ①裏込め土圧 ③崩壊土砂の衝撃力 
 4) 崩壊土砂堆積時  ①裏込め土圧 ④崩壊土砂の堆積土圧 

このうち、①裏込め土圧、②地震時慣性力は崩壊深及び崩壊土砂量の影響を受けない。④の崩

壊土砂の堆積土圧は崩壊土砂量の影響を受ける。そこで、④の堆積土圧を求める際に用いる

崩壊土砂量は A1.1 で示した方法に従うこととする。 
一方、③崩壊土砂の衝撃力は崩壊深の影響を受ける。「待受け擁壁の設計計算事例」にお

いて、 
擁壁に作用する衝撃力は 

F=α・Fsm      式 1 
ここに、F  ；待受け擁壁に作用する衝撃力（kN／m ２） 

Fsm ；移動の力（国土交通省告示第 332 号（平成１３年３月２８日）に示

される算出式による移動の力）（kN／m２）  
α  ；待受け擁壁における衝撃力緩和係数（α＝0.5）崩壊土砂による

衝撃力が擁壁に作用した場合、擁壁の変位（回転変位、水平変位）や崩壊

土砂の作用深さが擁壁の延長に対して一様でないなどのことにより単位長

さ当たりに作用する衝撃力が緩和されると考えられる。衝撃力緩和係数は

この様な点を考慮し、被災実態にもとづき検討した値である。 
とするとされている。さらに、国土交通省告示第 332 号において、急傾斜地の崩壊土砂の移動によ

る力（Fsm）は、次の式に従い計算するとされている。 

)}θ(θ))cossinθ2aH/hexp((1
a

b
［{ghρF du

2
usm

u
smmsm −−−=  

))］2ax/hexp((1
a

b
)2ax/hexp( sm

d
sm −−+−  式 2 

上式における変数は以下に示すとおりである。 

bf
11)c(σ

2
a

+−
=  

tanφ}
11)c(σ

1)c(σ
{tanθcosθb uuu +−

−
−=

 

tanφ}
11)c(σ

1)c(σ
{tanθcosθb ddd +−

−
−=  

 bu, bd ；b の定義式に含まれるθにそれぞれθu、θd を代入した値  
 x  ；急傾斜地の下端からの水平距離(m)  
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 H  ；急傾斜地の高さ(m) 
 hsm   ；急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動の高さ(m)  
 θ  ；傾斜度（°）  
 θu  ；急傾斜地の傾斜度(°) 
 θd  ；当該急傾斜地の下端からの平坦部の傾斜度(°)  

注）建築物は通常敷地を平坦に造成して建築するのが普通であることから、原則と

してθd＝0 とする（ただし、傾斜度を有したまま建築することが明らかと判断される場

合には、その傾斜度を用いて計算するものとする）。 

 ρｍ ；土石等の密度(t/m3) 
 g  ：重力加速度(m/s2)  
 σ  ：急傾斜地の崩壊に伴う土石等の比重 
 c  ：急傾斜地の崩壊に伴う土石等の容積濃度 
 ｆb  ：急傾斜地の崩壊に伴う土石等の流体抵抗係数 
 φ  ：急傾斜地の崩壊に伴う土石等の内部摩擦角(°) 

ここで、急傾斜地の下端からの水平距離（x）、当該急傾斜地の下端からの平坦部の傾斜度

（θd）、土石等の密度（ρｍ）、重力加速度（g）、急傾斜地の崩壊に伴う土石等の比重（σ）、急

傾斜地の崩壊に伴う土石等の容積濃度（c）、急傾斜地の崩壊に伴う土石等の流体抵抗係数

（ｆb）、急傾斜地の崩壊に伴う土石等の内部摩擦角（φ）を一定と仮定すると、式 2 より、急傾斜

地の崩壊土砂の移動による力は、急傾斜地の高さ（H）、急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動

の高さ（hsm）、急傾斜地の傾斜度（θu）の 3 つ変数の関数となり、以下の式で表すこととする。 
  Fsm＝f（hsm, H, θu）   式 3 

また、急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動の高さは『土砂災害防止に関する基礎調査の

手引き』（砂防フロンティア整備推進機構、2001）において、崩壊深の 1/2 とされており、移動す

る土石等の移動の高さは、近隣での過去の災害実績等から崩壊深を推定することにより設定

することができるとされている。そこで、式 3 は以下のようになる。 
  Fsm＝f（D/2, H, θu）   式 4 
ただし、D は崩壊深(m)とする。 

ここで、参考図 3 に示すように、貫入試験の実施点をがけ下端から順に地点 1、地点 2…地

点 n とし、測点 i の崩壊の恐れのある層厚、測点とがけ下端との標高差、測点とがけ下端を結

んだ直線と水平面がなす角度をそれぞれ、hp,i、Hi、θiする。測点 iにおける想定される崩壊深

(Di)は 
 Di= hp,i cosθi    式 5 

で求まる。 
また、測点 i で厚さ hp,i の土層が崩壊した結果生じる土石により生じる移動の力（Fsm, i）は、式

４における D に Di を、H に Hi を、θにθi を代入することによって求めることができる。すなわち、

測点 i で生じた崩壊土砂の移動による力（Fsm, i）は 
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 Fsm,i＝f（hp,i cosθi/２, Hi,θi）  式 6  
とする。 その上で、待受け式擁壁の設計に用いる急傾斜地の崩壊土砂の移動による力（Fsm）は

各測点の調査結果に用いて算出した Fsm,i の最大値を用いることとし、式 7 で求まる値とする。 

 Fsm＝max(Fsm,1, Fsm,2, …Fsm,n)   式 7 

 
地表面

地点iの崩壊の恐れのある層厚(hp,i)

地点iのがけ下端からの高さ(Hi)

地点i

地点i-1

地点i+1

θi
地点iの想定される崩壊深(Di)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考図 3  調査斜面の模式図 

 

A2 崩壊の恐れのある土層厚の空間分布を考慮した擁壁に作用する衝撃力の計算事例 
A 2.1. 検討条件 

ここでは、参考図4に示すような断面を仮定し計算を実施する。計算に用いる変数は下記に

示すように仮定し、計算を実施する。本斜面において、簡易貫入試験を実施し、参考表 2 に示

したように崩壊の恐れのある層厚分布が設定できたとする。 
なお、この条件は「待受け擁壁の設計計算事例」における 20 ページに示されている条件と

同じである。すなわち、「待受け擁壁の設計計算事例」における 20 ページに示されている計算

（具体の計算は巻末資料の 3 ページ）を、本資料で示した手法を用いることにより崩壊の恐れ

のある層厚の空間分布が参考表 2 のように求まった状態を仮定している。 
 

がけの高さ＝30m

地点iの崩壊の恐れ
のある層厚(hp,i)

地点iのがけ下端
からの高さ(Hi)

地点1

地点6

40°

x=3m

地点iのがけ下端
からの勾配(θi)

地点iの想定される崩壊深

 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考図 3  検討斜面の模式図 
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重力加速度             ｇ=9.8 m/ｓ2  

土石等の密度      ρm=1.8ｔ/m3 
土石等の比重      σ=2.6ｔ/m3 
土石等の容積土砂濃度      c=0.5        
内部摩擦角       φ=30° 

      流体抵抗係数             fb＝0.025 
急傾斜地の下端からの水平距離   x=3.0 m 

 当該急傾斜地の下端からの平坦部の傾斜度  θd=0 ° 
 

参考表2　計算条件

標高差 水平距離
崩壊の恐れ
のある層厚

勾配

（ｍ） （ｍ） （ｍ） （°）
地点1 0 0 1 0
地点2 7 10 0.8 35.0
地点3 13 19 2.2 34.4
地点4 20 26 2.1 37.6
地点5 26 29 1.8 41.9
地点6 30 35.8 1.4 40.0  

 
A 2.2. 算出結果 
A 2.2.1 崩壊土砂量 
 A1.1 で示した手法に従い、斜面全体が崩壊すると仮定し、単位幅あたりの崩壊する恐れの

ある土砂量を算出すると 45.7（m3/m）となる。この値は参考表１から求まる単位幅あたりの崩壊

土量 9.6（m3/m）（「待受け擁壁の設計計算事例」の 22 ページ参照）より大きい。そこで、A1.1
で述べたように、崩壊土砂量は、参考表１から求まる 9.6（m3/m）を用いることとする。 
 

（2） 移動の力 
 次に、各測点で生じた崩壊土砂の移動による力（Fsm, i）を A1.2 の手法に従い算出する。算出

結果を参考表 3 に示した。参考表 3 に示したように、Fsm, i の最大値は、測点 4 において生じた

崩壊土砂の移動による力で 73.0 kN/m2 をあった。そこで、Fsm＝73.0 kN/m2 とする。 

参考表3　移動の力の算出結果
想定され
る崩壊深

移動の高さ 移動速度
移動の力
（Fsm,i）

（ｍ） （ｍ） （m/s） （kN/m2)
地点1 1.00 0.50 0 0.0
地点2 0.66 0.33 1.64 4.8
地点3 1.82 0.91 5.82 61.0
地点4 1.66 0.83 6.37 73.0
地点5 1.34 0.67 5.76 59.7
地点6 1.07 0.54 4.81 41.6  
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